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償
却
資
産（
固
定
資
産
税
）申
告
に
つ
い
て

忘
れ
ず
に
申
告
を

　固
定
資
産
税
は
、毎
年
１
月
１
日
時
点
で
、土

地
・
家
屋
・
償
却
資
産（
総
称
し
て「
固
定
資
産
」）を

所
有
し
て
い
る
人
が
、そ
の
固
定
資
産
の
価
格
を

も
と
に
算
定
さ
れ
た
税
額
を
、そ
の
固
定
資
産
の

所
在
す
る
市
町
村
に
納
め
る
税
金
で
す
。

　償
却
資
産
と
は
、事
業
で
用
い
る
資
産（
構
築

物
、機
械
、器
具
、備
品
な
ど
）の
こ
と
を
い
い
ま

す
。償
却
資
産
の
所
有
者
は
、資
産
の
所
在
す
る
市

町
村
に
毎
年
申
告
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

家
屋
の
屋
根
や
遊
休
地
な
ど

に
設
置
さ
れ
た
事
業
用
の
太
陽

光
発
電
設
備
は
、
固
定
資
産
（
償

却
資
産
）
の
申
告
対
象
と
な
り

ま
す
。

※

全
量
買
取
の
太
陽
光
発
電
設

備
は
す
べ
て
事
業
用
と
み
な
さ

れ
、
申
告
対
象
と
な
り
ま
す
。※

事
業
と
住
宅
の
双
方
に
利
用
さ

れ
て
い
る
場
合
は
、
利
用
割
合

に
関
わ
ら
ず
発
電
設
備
の
す
べ

て
が
申
告
対
象
と
な
り
ま
す
。

太
陽
光
発
電
設
備

　

次
の
要
件
を
備
え
る
も
の

①
事
業
に
利
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
、
土

地
お
よ
び
家
屋
以
外
の
資
産

②
鉱
業
権
、
漁
業
権
、
特
許
権
そ
の
他
の

無
形
減
価
償
却
資
産
で
な
い
こ
と

③
減
価
償
却
額
ま
た
は
減
価
償
却
費
が
、

法
人
税
法
ま
た
は
所
得
税
法
の
規
定
に
よ

る
所
得
の
計
算
上
、
損
金
ま
た
は
必
要
な

経
費
と
し
て
算
入
で
き
る
も
の
（※

耐
用

年
数
一
年
未
満
、
ま
た
は
そ
の
取
得
価
格

が
10
万
円
未
満
で
一
時
に
損
金
に
算
入
す

る
も
の
、
お
よ
び
20
万
円
未
満
で
一
括
し

て
3
年
間
で
償
却
を
行
う
も
の
を
除
く
）

④
自
動
車
税
や
軽
自
動
車
税
の
対
象
で
あ

る
車
両
等
で
な
い
こ
と

課
税
対
象

　

償
却
資
産
の
評
価
は
、取
得
価
格

を
基
礎
と
し
て
、取
得
後
の
経
過
年

数
に
応
ず
る
価
値
の
減
少（
減
価
）

を
考
慮
し
て
評
価
し
ま
す
。減
価
償

却
の
方
法
は
定
率
法
で
、算
式
は
次

の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

①
前
年
中
に
取
得
さ
れ
た
償
却
資

産
の
評
価

  

取
得
価
額×

（
１‐

減
価
率
／
２
）

②
前
年
前
に
取
得
さ
れ
た
償
却
資

産
の
評
価

  
前
年
度
の
評
価
額×

（
１‐

減
価
率
）

※
求
め
た
額
が（
取
得
価
額×

５
／

１
０
０
）よ
り
小
さ
い
場
合
は
、（
取

得
価
額×
５
／
１
０
０
）を
評
価
額

と
し
ま
す
。

償
却
資
産
の
評
価

　

評
価
額
（
特
例
の
あ
る
も
の
は
、
特

例
適
用
後
の
価
格
）
を
課
税
標
準
額
と

し
て
、
次
の
式
に
よ
り
税
額
を
算
定
し

ま
す
。

　

課
税
標
準
額×

税
率（
１
・
４
％
）

※

償
却
資
産
に
つ
い
て
の
課
税
標
準

額
の
合
計
が
１
５
０
万
円
に
満
た
な

い
場
合
に
は
、
償
却
資
産
に
対
す
る
固

定
資
産
税
は
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

税
額
の
算
定

　

町
で
把
握
し
て
い
る
事
業
者
に
つ

き
ま
し
て
は
、
12
月
下
旬
に
申
告
書
を

送
付
い
た
し
ま
す
。
ま
た
、
平
成
29

年
中
に
新
規
に
事
業
を
開
始
さ
れ
た

方
は
、
本
年
中
に
取
得
さ
れ
た
償
却

資
産
の
全
て
を
申
告
す
る
必
要
が
あ

り
ま
す
。
ご
不
明
な
点
が
あ
り
ま
し

た
ら
、
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

　

ま
た
、
次
の
よ
う
な
場
合
も
届
け

出
が
な
い
と
、
適
正
な
課
税
が
で
き

ま
せ
ん
の
で
、
必
ず
届
出
を
お
願
い

し
ま
す

　

平
成
29
年
１
月
２
日
か
ら
平
成
30

年
１
月
１
日
の
期
間
に
、
住
宅
や
車

庫
、
倉
庫
等
の
建
物
を
新
築
・
増

築
、
ま
た
は
取
り
壊
さ
れ
た
場
合
は

税
務
課
ま
で
届
出
を
行
っ
て
く
だ
さ

い
。

　

新
築
・
増
築
家
屋
に
つ
き
ま
し
て

は
、
随
時
家
屋
評
価
を
実
施
し
て
お

り
ま
す
が
、
ま
だ
家
屋
評
価
が
済
ん

で
い
な
い
建
物
が
あ
り
ま
し
た
ら
連

絡
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

取
り
壊
し
を
行
っ
た
家
屋
に
つ
い

て
は
、
届
出
を
怠
り
ま
す
と
、
実
際

は
建
物
が
な
い
の
に
課
税
さ
れ
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
未
登
記
の
家
屋
の
売
買
な

ど
で
所
有
権
移
転
を
行
っ
た
場
合
も

必
ず
届
出
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。
届

出
が
な
い
場
合
に
は
、
前
の
所
有
者

に
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

そ
の
他

主な業種の償却資産の例
農　業

ビニールハウス、加温機、ヒートポン
プ、家畜用設備、サイロ、畦畔コンク
リート、農薬散布用ヘリコプター、器
具、その他農業用機械など
※トラクターやコン

バインなどの小型特

殊自動車に該当す

るものは対象外

飲　食　業
借用店舗の内部造作、カウンター、テー
ブル、椅子、レジスター、
看板、冷凍冷蔵庫、厨房
設備、自動販売機、ネオ
ンサイン、カラオケなど

理・美容業
看板、洗面設備、理・美容椅
子、消毒殺菌器、ドライ
ヤー、赤外
線灯、湯沸
器、ハサミ、
パーマ器、
サインポー
ルなど

不動産貸付業
門扉・塀・緑化施設
等の外構工事、駐
車場舗装、受変電
設備、中央監視制
御装置、外灯など

太陽光発電設備
全量買取

（１０ｋｗ以上のみ）

事業用資産となり
申告対象

事業用資産となり
申告対象

設置者

個人
（住宅用）

個人
（事業用）
法人

余剰売電
（発電出力を問わない）

住宅用設備となり
申告対象外

家
屋
の
新
築
・
増
築
・
取
り
壊
し
を

行
っ
た
場
合

具、その他農業用機械など

ブル、椅子、レジスター、
看板、冷凍冷蔵庫、厨房
設備、自動販売機、ネオ

門扉・塀・緑化施設
等の外構工事、駐
車場舗装、受変電
設備、中央監視制
御装置、外灯など
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土
地
に
つ
い
て
は
、
法
務
局
の
登

記
簿
の
地
目
に
か
か
わ
ら
ず
、
毎
年

１
月
１
日
現
在
の
状
況
に
よ
り
課
税

を
行
い
ま
す
の
で
、
登
記
簿
の
地
目

と
現
況
の
地
目
が
違
う
場
合
は
届
出

を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

　

こ
の
届
出
を
怠
り
ま
す
と
、
実
際

（
現
況
）
は
畑
な
の
に
登
記
簿
の
地

目
が
宅
地
で
あ
る
た
め
宅
地
と
し
て

課
税
さ
れ
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
。

　

平
成
29
年
１
月
２
日
か
ら
平
成
30

年
１
月
１
日
の
期
間
に
、
住
宅
や
車

庫
、
倉
庫
等
の
建
物
を
新
築
・
増

築
、
ま
た
は
取
り
壊
さ
れ
た
場
合
は

税
務
課
ま
で
届
出
を
行
っ
て
く
だ
さ

い
。

　

新
築
・
増
築
家
屋
に
つ
き
ま
し
て

は
、
随
時
家
屋
評
価
を
実
施
し
て
お

り
ま
す
が
、
ま
だ
家
屋
評
価
が
済
ん

で
い
な
い
建
物
が
あ
り
ま
し
た
ら
連

絡
を
お
願
い
し
ま
す
。

　

取
り
壊
し
を
行
っ
た
家
屋
に
つ
い

て
は
、
届
出
を
怠
り
ま
す
と
、
実
際

は
建
物
が
な
い
の
に
課
税
さ
れ
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
未
登
記
の
家
屋
の
売
買
な

ど
で
所
有
権
移
転
を
行
っ
た
場
合
も

必
ず
届
出
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。
届

出
が
な
い
場
合
に
は
、
前
の
所
有
者

に
課
税
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

■
お
問
い
合
わ
せ
先

　

税
務
課 

資
産
税
係

　

☎
5
2‐

５
８
５
３（
直
通
）

家
屋
の
新
築
・
増
築
・
取
り
壊
し
を

行
っ
た
場
合

住宅に困っている一定の基準内所得の人たちに、低廉な家賃で供給するために、

町が国の補助を受けて建設した住宅です。

①同居親族（または同居しようとする親族）があること。

②国税・地方税・町税などを滞納していないこと。

③過去１年間の世帯所得が月額１５万８千円以下であること。

※入居者または同居者に、次に掲げる人がいる場合は、世帯所得の基準額が

　月額２１万４千円となります。

・障がい者手帳をお持ちの人（身体１級～４級・精神１級～２級）

・小学校就学前の児童

◎このほか、公営住宅法および氷川町営住宅条例に基づきます。

　詳しくはお問い合わせください。

①町営住宅入居申込書

②世帯全員分の住民票の写し（続柄の記載があるもの）

③所得証明書、または町県民課税事項記載証明書（平成２８年分）

④納税証明書（平成２８年）または未納のない証明

※このほか該当する場合に提出していただく書類もあります。

建設下水道課および宮原振興局総務振興課　

※提出時に聞き取り調査を行いますので申込者本人か家族の人がいらっしゃるよう

　お願いいたします。

１２月１日（金）～平成３０年１月３１日（水）

平成３０年４月１日～９月３０日まで

建設下水道課および宮原振興局総務振興課にあります。

また、氷川町のホームページからダウンロードも可能です。

野津・若葉・桜ケ丘団地補充入居者募集

【お問い合わせ先】　建設下水道課 管理係　☎ （直通）

　この募集は、町営住宅に空きが出た場合に備え、入居予定者をあらかじめ決めるために行う
ものです。今回の募集で審査を行い、補充入居者としての順位を定め、空きが生じた住宅に順
次補充します。また、今回の募集で決定した順位の有効期間は、平成３０年４月１日から９月
３０日までになります。

◆町営住宅とは

◆申 込 資 格

◆必 要 書 類

◆申 込 先

◆申 込 期 間
◆順位有効期間
◆募集要項
　および申込書

５２-５８５６




